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都市自治体における地上デジタル放送の利活用 

 

                研究員 中西 規之 

 

１．はじめに 

 

 2003 年 12 月１日、三大都市圏において地

上デジタル放送が開始された。三大都市圏以

外の地域においても、順次、放送可能エリア

の拡大が進められており、2005年12月現在、

約2,700万世帯（全世帯の約57％）が視聴可

能になっている。さらに、2006年末までには、

全県庁所在地のテレビ局において開局予定と

なっており、視聴可能世帯は約3,700万世帯

（全世帯の約79％）にまで拡大する予定であ

る1。また、2006 年４月１日には、携帯電話

向けの地上デジタル放送サービス（「ワンセ

グ」）が開始される2。そして、地上デジタル

放送への移行に伴い、2011年７月には、従来

のアナログ放送は廃止されることが決定して

いる。 

 地上デジタル放送にはさまざまなメリット

があるが、高画質・高音質3、データ放送4、

                                                  
1 総務省ホームページ

（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/whatsnew/d

igital-broad/schedule01.html） 
2 社団法人地上デジタル放送推進協会記者発表資料

（2005年9月27日） 

（http://www.d-pa.org/information/pdf/informati

on_05092704.pdf） 
3 高画質・高音質となるのは、デジタル（離散数）方

式で放送電波を送信した場合、これまでのアナログ

（連続量）方式の場合と比較して、送信可能となる情

報量が格段に大きいため、高解像度での映像発信が可

能となること、色点情報をより正確に受信できること

により電波の受信時におけるノイズが発生しないこ

携帯電話向け放送、多チャンネル化等が主要

なメリットとして挙げられる。現在、民間企

業では、「放送と通信の融合」をキーワードに、

様々なサービスが実施されている。具体的に

は、インターネット接続業者による大容量回

線を使用したテレビへの番組配信や、地上デ

ジタル放送の画面から番組中に紹介された商

品を購入するサービスの実験5等が挙げられ

る。行政サービスの分野においても、こうし

た動向を踏まえつつ、地上デジタル放送を利

活用していくことが大いに期待されている。

そこで、本稿では、デジタル放送の行政への

利活用に関して先行的に実証実験が行われた

岐阜市、豊中市での取組を紹介し、今後の課

題と展望についても、若干の考察を行うこと

としたい。 

 

２．地上デジタル放送の行政への利活用の具体像 

 

 総務省の情報通信審議会では、2004年７月

28日に、地上デジタル放送の行政への利活用

のあり方について答申を出している（「地上デ

ジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて

の行政の果たすべき役割」）。ここでは、同答

                                                                  
とによる。 
4 デジタル放送では、送信可能となる情報量の増加に

より、映像・音声に加えて豊富なデータ情報の送信が

可能となる。 
5 ＴＢＳとインターネット販売業者アマゾン・ドッ

ト・コムとの連携により、2005年11月から実施。 



申の内容を中心に、地上デジタル放送を活用

した高度なサービスの具体像について、その

概要を紹介することとしたい。 

 

（１）放送と通信の連携 

 

 これまでは、放送は不特定多数への一斉同

報、通信は双方向の同時伝達ないしは特定多

数への配信を前提としており、その機能を異

にすると考えられてきた。しかし今日では、

放送のデジタル化および通信の大容量化とい

った技術の進展により、その垣根は低くなり

つつある。 

 「放送と通信の連携」といった場合には、

「伝送路の共用」と「端末の共用」が考えら

れる。 

 伝送路の共用は、光ファイバ等の通信イン

フラを放送の伝送路として活用するものであ

る。地上デジタル放送についても、全面移行

を行う際に難視聴地域が生じる可能性がある

ことから、2005年に地上デジタル放送のＩＰ

（Internet Protocol）伝送が認められた6。

将来的には、地域によっては、地上デジタル

放送への完全移行への対応策として、既存の

情報インフラとの連携が課題となる可能性が

考えられる。 

 端末の共用は、地上デジタル放送とインタ

ーネット通信の両方に対応した端末（テレビ、

携帯電話等）を使用して、両者の連携による

サービスを通じた利便性の向上を図るもので

ある。前述したように、テレビにおけるこの

ようなサービスは既に実施されているものも

                                                  
6 情報通信審議会「地上デジタル放送の利活用の在り

方と普及に向けての行政の果たすべき役割～2011年

全面移行ミッションの確実な実現に向けて～」（2005

年７月29日） 

あり、行政においても、その利活用が期待さ

れているところである。このようなサービス

については、住民向けの情報提供や申請サー

ビスの分野を対象として、既に一部の都市自

治体において実証実験が行われている。実証

実験の概要については、次節以降で紹介する。 

 

（２）携帯電話向け放送 

 

 携帯電話の契約数は2005年12月末におい

て9,000万件を超えており7、多くの人にとっ

て、最も身近な情報端末となっている。この

ことから、「ユビキタス・ネットワーク」（ど

こからでもコンピュータ・ネットワークにア

クセスできる環境）の主要な端末としても期

待を集めている。携帯電話向け放送サービス

のメリットとしては、安定受信、遠隔からの

起動制御、地域に応じた情報伝達の３点が挙

げられる。安定受信については、デジタル波

は受信機の信号処理機能により誤差訂正が可

能であるため、従来のアナログ放送対応携帯

電話と比較しても鮮明な映像が受信できる。

また、移動中においても、より安定した受信

が可能になっている。遠隔からの起動制御に

ついては、アナログ放送と同様に、緊急信号

による自動起動が規格として存在する。この

機能は電源が入っていないと動作しないが、

携帯電話は常時電源が入った状態になってお

り、緊急放送時等には有効といえる。地域に

応じた情報伝達については、携帯電話のＧＰ

Ｓ（Global Positioning System）機能と連携

することにより、地域ごとに異なる情報の伝

達を行うことが可能となる。 

                                                  
7 社団法人電気通信事業者協会調べ。 

（http://www.tca.or.jp/japan/database/daisu/yym

m/0512matu.html） 



 このようなサービスを行政において利活用

する場合、そのメリットが最大限に活きるの

が、防災分野である。地震等の大規模災害時

には、携帯電話による通話も、メール等によ

る通信も基地局等のインフラの損傷や回線が

パンクすることにより困難となる。そのよう

な状況下においても、放送は放送施設に問題

がなければ、被害状況や被災者の安否、適切

な避難方法、救助する場所や方法といった情

報を、同時に多数のキャリアに送信すること

ができる。また、非常時には起動制御を行う

ことで、自動的に適切な避難情報を発信する

ことが可能になる。さらに、ＧＰＳ機能との

連携により、地域ごとに必要な情報を伝達す

ることも可能となる。 

 

（３）サーバ型放送 

 

 ハードディスク等記録媒体の大容量化、通

信機能の拡充等による録画機器の進化は、こ

れまでのようなリアルタイムと録画したもの

の再生にとどまっていた視聴形態に大きな変

革をもたらすこととなる。具体的には、大容

量の蓄積機能をもつテレビ・ビデオ等の録画

機器に一旦情報を集約した上で、必要なコン

テンツを検索ないしは抽出・編集等の加工を

した上で視聴することが可能になるのである。

このような視聴形態は、現行の録画機器でも

可能であるが、地上デジタル放送では、映像・

音声の属性等に関する様々な付加情報（「メタ

データ」）を送付することができる。これによ

り、索引を利用して視聴する部分を選択する

ことや、特定の場面を繋ぎ合わせてダイジェ

ストとして視聴する等、多様な視聴形態が可

能となる。 

 こうした大容量の蓄積機能を用いた高度な

視聴サービスがサーバ型放送と考えられてい

るが、サーバ型放送の行政への利活用につい

ては、教育分野、医療分野が主要な分野とし

て考えられる。 

 教育分野8においては、学年や科目に応じた

コンテンツの選択により、簡便に授業の資料

を作成することができるようになる。そして、

それらのコンテンツは、高画質・高音質であ

ることから、生徒は、臨場感が高い番組によ

り、自然事象や地域の事柄について、これま

でより理解しやすくなることが期待される。

なお、地上デジタル放送では、コピーワンス

（録画した番組を他の媒体に複製できないよ

うな信号）が付加されている。サーバ型放送

を学校において利用する場合に、特定のコン

テンツについては、これを緩和し、特定の端

末において編集・複製したオリジナル教材を

使用することも考えられる。その場合には、

教育現場のニーズに応じた著作権保護のルー

ルの検討が課題になろう。 

 医療分野においては、近年、医療機関が患

者ないしはその家族に対し、適切な情報開示

を行うこと（インフォームド・コンセント）

が求められており、その理解を助けるために、

映像コンテンツを用いることが増えている。

そこで、各家庭にインターネットによる通信

機能を兼ね備えたサーバ型放送端末を設置す

る。そして、映像コンテンツを放送から、個

人の医療情報をかかりつけの医療機関からイ

ンターネット経由で入手し、両者を組み合わ

せることにより、的確かつ理解しやすい情報

                                                  
8 教育分野における地上デジタル放送の利活用につ

いては、教育における地上デジタルテレビ放送の活用

に関する検討会「「教育における地上デジタルテレビ

放送の活用に関する検討会」報告書～デジタルで拓く

学びの新時代～」（2004年５月26日）を併せて参照

のこと。 



開示を行うことが可能になる。ただし、この

場合には、ＩＣカードによる認証等による、

個人情報の管理が課題となるであろう。 

 

３．デジタル放送の行政への利活用に関する

実証実験 

 

 ここでは、放送と通信の連携による行政情

報の提供及びサービス申請に関する実証実験

を先行的に実施した豊中市、岐阜市の取組に

ついて、その経緯と概要を紹介することとし

たい。 

 

（１）豊中市の取組9 

 

 １）実証実験の経緯 

 豊中市では、2001年度から「ＩＴ基礎技能

講習（以下「ＩＴ講習」という。）」を開始し、

現在も継続してＩＴ講習を実施してきている。

このＩＴ講習の実施を通じて、問題視するよ

うになったのが、デジタル・ディバイド（情

報格差）の問題である。具体的には、情報化

の進展により、情報機器を持っていない人、

情報機器が扱えない人が不利益を生じてしま

うのではないかという懸念である。行政は「公

平性」が使命であるため、この問題にどう対

応するか考えていたところであった。携帯電

                                                  
9 豊中市の実証実験については、同市への現地ヒアリ

ング調査（2005年12月７日実施）を中心にとりまと

めた。公務ご多忙の中、調査にご協力いただいた政策

推進部情報政策課の皆様には、記して感謝したい。な

お、実証実験の概要については、松岡勝義「デジタル

放送（デジタルテレビを活用した行政サービスの必要

性～通信・放送融合実験を実施する意義～（豊中市の

取り組み）」（情報通信審議会配布資料, 2004年２月

12日）、松下電器産業株式会社・パナソニックシステ

ムソリューション社「衛星デジタル放送による電子行

政サービス実証実験 調査結果報告書」（2004年４月

２日）を併せて参照されたい。 

話の普及も、ボタンの大きさその他のインタ

ーフェイスにばらつきがあり、携帯電話の機

種によっては操作性に問題があると推測でき

ることから、デジタル・ディバイドの解消の

決め手としては難しい。そうなると、テレビ

はどうだろうか。テレビをデジタル・ディバ

イド解消の一つの手段として、検討すること

はできないだろうか。テレビは、一家に１台

以上あるといった感覚で普及している上に、

家族で見る機会が多いし、携帯電話より大き

いリモコンで操作することができるので、デ

ジタル・ディバイド解消の一つの手段として、

成り得るのではないか。 

 こうした問題意識を持っていたところ、

2003 年１月に松下電器産業株式会社から実

証実験への参画の打診があったことを機会に、

実証実験に手を上げることとした。 

 ２）実証実験の概要 

 実証実験においては、モニタ世帯（47世帯）

に、放送と通信の融合による、高齢者向け福

祉情報サービスの提供を実施した。期間は、

2003年３月～2004年２月である（表１参照）。 

 

表１ 豊中市実証実験の概要 

電子自治体の情報受発信基盤としてのデジタルテレビの
可能性を検証する（デジタルデバイドの解消）
2003年3月～ 2004年2月
■一般家庭： ４７世帯（平均年齢６９．４歳）
■公共施設： 原課、在宅介護支援センター等６箇所

番組内容
高齢者向け福祉情報サービスを対象に、通信と放送を融
合した行政情報提供サービスの提供

具体的例

健康・介護のひろば（約400ページ）
①地域活動と助成サービス　⑤介護相談コーナー
②絵画作品ギャラリー　　⑥介護関連サービス一覧
③ご長寿あやかり隊　　⑦介護保険ご利用案内
④スポーツ施設案内・予約　　⑧介護者向けサービス一覧

実験概要

目的

実証実験期間

実験モニタ

 

（出所：松岡勝義前掲資料） 

 

 具体的なサービスは、福祉情報を中心とし

た情報の提供と、高齢者助成サービスおよび

スポーツ施設の申込みである。サービスの提

供内容から、高齢者が主な実証実験のモニタ

となった。そのため、画面表示も可能な限り



大きくするとともに、絵を効果的に用いて視

覚的に内容が一目瞭然になるように、デザイ

ンも工夫した。 

 

図１ 豊中市実証実験画面 

 

 

（出所：情報通信審議会（2004年）前掲資料） 

 

 実証実験の仕組みは、モニタ世帯に専用機

器（epステーション）およびＢＳ・110度Ｃ

Ｓデジタル放送対応アンテナを貸与し、110

度ＣＳデジタル放送によるデータ放送を行っ

た。下り（コンテンツの配信）部分は基本的

には放送によるデータ送信によって行い、上

り（電子申請）部分をインターネットで行っ

た10（図２参照）。 

 なお、実証実験自体は、国（総務省）の事

業であり、請負業者である松下電器産業株式

会社が中心となって実施した。豊中市は、モ

ニタの募集、関係部署との調整、申請の受付

                                                  
10 モニタ世帯の中でインターネットに加入していな

い世帯については、実証実験の期間のみ、ＡＤＳＬ回

線を開通させた。 

処理等の作業を行った。コンテンツの作成に

ついては、内容の企画と様式の作成を市で行

い、それを事業者に渡して放送用のＢＭＬ

（Bloadcast Markup Language：デジタル放送

用のデータ通信言語）ファイルを作成しても

らう形をとった。 

 

図２ 豊中市実証実験の仕組み 

internet

豊中市役所

モニタ世帯

放送局

ＣＳデジタル放送による
ＢＭＬデータ送信

コンテンツの
素材提供

epステーション（受信機）

CSアンテナ

サ
ー
ビ
ス
申
請

（ＢＭＬデータは
事業者が制作）

 

（出所：ヒアリング調査をもとに筆者作成） 

 

 ３）実証実験の成果 

 実証実験の成果については、実証実験終了

後、モニタ世帯にアンケート調査を行った。

その結果、モニタ世帯の約６割がインターネ

ットを日常的に利用していなかったが、実証

実験で使用した機器の操作によって、情報を

取得することができたという結果が得られた。

したがって、デジタルテレビによる情報提供

には、一定の効果があり、デジタル・ディバ

イドの解決策の一つとなりうることが、成果

としていえるのではないか11。これは、ＴＶ

の強みである、画面が大きいこと、リモコン

で操作できることによるものであろう。 

                                                  
11 松下電器産業株式会社・パナソニックシステムソリ

ューション社前掲資料p.23。 



（２）岐阜市の取組12 

 

１）実証実験の経緯 

 岐阜市では、さまざまな行政情報を多様な

媒体を通じて市民に提供するとともに、電子

自治体の推進についても、積極的な取組を行

ってきた13。そのような中、「岐阜県電子自治

体推進市町村・県連絡協議会」において、県

から地上デジタル放送に関する行政目的のた

めの実証実験を実施したいという申し出があ

った。そこで、これからは地上デジタル放送

も新しいメディアの一つとなると考え、手を

上げることにした。この実証実験は、2004年

２～３月に実施された（以下「岐阜市実証実

験」という。）。その後、「地上デジタル放送を

活用した行政サービス提供に関する実証実験

推進協議会」から、この実証実験の結果を踏

まえて再度実証実験を行いたいとの申し出が

あった。岐阜市としても、前回の実証実験の

結果を踏まえて引き続き実証実験を行いたい

と考えていたので、岐阜県・岐阜市・各務原

市において、2005年２～３月にシステムの共

同利用による実証実験を実施した（以下「岐

阜県・岐阜市・各務原市実証実験」という。）。 

 

                                                  
12 岐阜市の実証実験については、同市への現地ヒアリ

ング調査（2005年11月21日実施）を中心にとりま

とめた。公務ご多忙の中、調査にご協力いただいた市

長公室電子自治体推進室の皆様には、記して感謝した

い。なお、実証実験の詳細については、地上デジタル

を活用した行政サービスに関する実証実験推進協議

会「地上デジタル放送を活用した行政サービス提供に

関する実証実験推進協議会 報告書」（平成16年４月）、

松下電器産業株式会社「デジタルテレビを活用した行

政サービス提供システムの開発・実証 実証実験報告

書」（平成17年３月）を併せて参照されたい。 
13 2003年３月には、電子市役所の実現に向けた「コ

ンビニエンスＣＩＴＹぎふ推進アクションプラン」が

策定されている。 

 ２）実証実験の概要 

 岐阜市実証実験においては、モニタ世帯

（151 世帯）に、放送と通信の融合による、

行政情報の双方向通信を実施した。期間は、

2004年２～３月である（表２参照）。 

 

表２ 岐阜市実証実験（2004年）の概要 

岐阜県岐阜市
2004年2月1日　～　2004年3月14日（43日間）

※中京テレビの放送時間帯
岐阜市内在住の１５１世帯
　◆高齢者単独世帯
　◆高齢者と同居する普通世帯
　◆夫婦と子で構成される普通世帯

サービス名 岐阜市　くらしのひろば

行政情報提供
サービス／
詳細情報提供
サービス／

① 行政新着情報(トピックス)　　　広報室、電子自治体推進室
②「梅の開花」情報　　　　　　　公園整備室
③「花粉」情報　　　　　　　　　県医師会と連携
④「インフルエンザ」情報　　　　市保健所
⑤ 健康一口メモ　　　　　　　　　市保健所
⑥ 公共施設情報「施設案内」　　　市民体育室
⑦ 図書館情報「話題の新着図書」　市立図書館
⑧ 歴史博物館情報「展示紹介等」　歴史博物館
⑨ 市民の台所情報「市況概況等」　中央卸売市場
⑩「ぎふ三十六景」の紹介　　　　ぎふ三十六景の選定実行委員会

施設予約等
サービス

①スポーツ施設　スポーツ施設利用申込
②市立図書館　　新着図書貸出予約申込
③歴史博物館　　講座受講申込

サービス内容

実証実験場所

実証実験期間

実験モニタ

 

（出所：地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送を活用した行政ｻｰﾋﾞ

ｽ提供に関する実証実験推進協議会前掲資料） 

 

 具体的なサービスは、行政情報・地域情報

の提供およびスポーツ施設、市立図書館、歴

史博物館の予約申込である。下り部分（コン

テンツの提供）については、地上デジタル放

送のデータ通信速度が500kbpsであったため、

一部はインターネットを通じてコンテンツを

送信し、画面上で合成して表示している。な

お、上り（電子申請）部分をインターネット14

で行ったのは豊中市の実証実験と同様である。 

 仕組みについては、モニタ世帯に受信機お

よびＵＨＦアンテナ15を貸与したのは豊中市

と同様である。なお、地上デジタル放送は、

中京テレビから行った。 

 

                                                  
14 インターネットに加入していない世帯についての

対応は豊中市と同様である。 
15 地上デジタル放送自体は既存のＵＨＦアンテナで

見ることは可能であるが、地上デジタル放送は他局と

異なる場所から送信されており、アンテナの設置角度

が異なるため貸与とした。 



図３ 岐阜市実証実験画面 

 

 

（出所：情報通信審議会（2005年）前掲資料） 

 

図４ 岐阜市実証実験の仕組み 

 

（出所：ヒアリング調査をもとに筆者作成） 

 

 岐阜県・岐阜市・各務原市実証実験におい

ても、基本的な仕組みは岐阜市実証実験を踏

襲している。ただし、モニタ世帯を岐阜市に

加えて各務原市に拡大している（計156世帯）

ため、次の点が異なっている。まず、複数の

自治体による実証実験であることに対応して、

共通の様式により行政情報を提供するととも

に、内容も、広域的な地域情報（観光・医療

機関情報）の提供に主眼が置かれている。ま

た、インターフェイスも、県のポータル画面

から各市のメニューに移行する形式にしてい

る。さらに、一部のモニタ世帯においては、

岐阜市実証実験ではパスワードで行っていた

認証について、住基カードを利用し、カード

リーダを貸与する形での公的個人認証を行っ

た。この公的個人認証により、住民票の写し

と税務証明書の交付請求サービスを実施した。

なお、表示についても、岐阜市実証実験にお

けるモニタ世帯の意見を踏まえ、より見やす

い形に改善している。 

 

図５ 岐阜県･岐阜市･各務原市実証実験画面 

 

 

（出所：情報通信審議会（2005年）前掲資料） 

 

 なお、豊中市と同様、実証実験自体は国（総

務省）の事業であり、請負業者である松下電

器産業株式会社が中心となって実施した。岐

阜市はフィールドを貸すという形で、モニタ

internet
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の募集、データ入力、コンテンツの評価、コ

ンテンツの企画等の役割を担った。コンテン

ツの作成については、事前に構築した「自治

体情報更新システム」に基づいて行った。こ

れは、市役所のコンテンツ更新端末からブラ

ウザを用いてアクセスし、表示されたテンプ

レートに必要事項を入力することで、自動的

にＢＭＬ（Bloadcast Markup Language：デジ

タル放送用のデータ通信言語）データを作成

し、放送事業者に送信するシステムである。

なお、岐阜県・岐阜市・各務原市実証実験で

は、一部のコンテンツについて、ＨＴＭＬ画

面を取得し、自動的にＢＭＬ変換する方式を

併せて採用した。 

 ３）実証実験の成果 

 「放送と通信の融合」による行政サービス

を、目に見える形で提供できたのは、重要な

成果であろう。モニタ世帯からの反応も、概

ね好意的なものであった。特に、広域的な地

域情報は評価が高かった。 

 さらに、岐阜市における取組では、技術的

な面での意義が大きかった。まず、第一に、

地上デジタル放送について行政の利活用は全

国初であったことである。第二に、コンテン

ツの作成方法について、テンプレート等を用

いることにより、日常の業務体制の延長線上

で、鮮度の高いコンテンツを大量に提供する

ことができた。また、岐阜県・岐阜市・各務

原市実証実験では、住基カードを用いた公的

個人認証を、放送と通信の融合したサービス

の中で実証できたことも、一つの意義であっ

た。 

 

４．今後の展望と課題 

 

 本稿では、放送と通信の連携による行政サ

ービスの提供に関する実証実験の概要を紹介

したが、2005年度には前述の携帯電話向け放

送、サーバ型放送についても、総務省におい

て実証実験が行われているところである（「携

帯端末向け放送の公共分野の利活用に関する

調査研究」「サーバー型放送の公共分野におけ

る利活用に関する調査研究」）。これらの実証

実験を踏まえ、地上デジタル放送を活用した

行政サービスについて、さらなる技術的な進

展が望まれる。 

 ただし、地上デジタル放送を行政が利活用

するためには、クリアすべき課題はまだまだ

数多い。最大の課題は、2011年のアナログ放

送廃止までに、全国のすべての地域において、

地上デジタル放送を視聴可能にすることであ

る。地上デジタル推進全国会議が2005 年 12

月１日に公表した「デジタル放送推進のため

の行動計画（第６次）」では、全国の中継局に

ついて、2010年までの地上デジタル移行への

詳細なロードマップが盛り込まれている。こ

れを確実に実施することに加えて、必要に応

じて、2005年に認められることとなった、衛

星放送やＩＰによる再送信といった補完的伝

送路の活用が求められる。さらに重要なのが、

視聴者の理解を得ることである。アナログ放

送が廃止されることや、地上デジタル放送と

その特徴について、一般市民の理解はまだ十

分とはいえない。地上デジタル放送への移行

についての、さらなる周知・啓発が必要であ

ろう。 

 しかしながら、これまで紹介したように、

地上デジタル放送は市民生活の向上に大きく

寄与する可能性を秘めている。そのポテンシ

ャルを最大限に活用するため、今後、国、事

業者、地方自治体の各主体が、それぞれの役

割を積極的に果たしていくことを期待したい。 


